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調査の背景、目的、概要

 加速する社会経済状況の変化
日本は1990年代以降、失われた10～20年と言われる長期的な停滞を経験し、国際競争力の低下が続いている。グローバ
ル社会、テクノロジーの進化、データ社会、シェアリングエコノミーの進展などを背景に社会経済状況は加速的に変化し
ている。また、少子高齢化が進み生産年齢人口は2019年の約7,500万人から2030年には約6,900万人と約600万人減少し、
労働力の深刻な不足が懸念される。
このような時代背景の中、労働市場は高齢者や女性の活躍、勤務形態の柔軟化、ICT、AI、IoT、ロボティクスの活用によ
る自動化、無人化などが重要な取り組み課題となり、2018年7月6日には「働き方改革を推進するための関係法律の整備
に関する法律」が成立した。

 国土交通省「働き方改革を支える今後の不動産のあり方検討会」概要

「働き方改革」の推進のため、国交省では2017年に「働き方改革を支える今後の不動産のあり方検討会」を開催し、
2018年7月に『2030年を目途とする今後の不動産のあり方について～『真に人に優しい不動産』の実現～』レポートを取
りまとめた。レポートでは、不動産のあるべき方向性として人々が働き、暮らす上で、場所的・時間的制約から解放する
べきであり、これからのオフィスは、機能性の高い“どこでもオフィス” が求められるとした。

 調査目的
国交省「働き方改革を支える今後の不動産のあり方検討会」のレポートを受けて、働き方改革や ICT、AI、IoT、ロボ
ティクスなどが進展していく近未来（5～10 年先）に向けた企業のオフィス戦略のあり方、未来のオフィスのあり方につ
いて調査し、不動産業界の支援や政策提言の参考に資すること。

 調査概要
本調査は、2018年度の（一社）不動産協会の調査研究として、（株）ザイマックス不動産総合研究所が受託し、以下の調
査を実施し、取りまとめたものです。

１）首都圏の企業の経営者・経営企画部門を対象に、オフィスの未来に関するアンケート（郵送＆インターネット調査,有
効回答数328社）
２）オフィスワーカーの働き方に関する調査（インターネット調査,有効回答数2,060人）
３）企業先進事例の研究
４）近未来の働き方、技術動向、海外事情などの専門家へのインタビュー（インタビュー調査）
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オフィスの未来 （サマリー）

１．イノベーションが求められる時代に

世の中の流れが加速する中、今後の企業に求められることは単なる生産性の向上ではなく「イノベーション」である。イノベーションを創造する

ためには、人が集まって働くことが評価されており、そのための「場」としてのオフィスが重要な役割を担う。イノベーションに注力する企業は

自社内のみならず外部との交流・つながりを促進するオープンなスペースや、ウェルネス（健康）に配慮したオフィス環境を求めている。

２．テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

働き方改革の一環として昨今拡大しつつあるのが「テレワーク」である。本調査でも企業は営業・販売、マーケティング部門などを中心に今後テ

レワークを拡大する意向であることがわかった。今後、生産年齢人口が減少する日本では、女性や育児世代、また高齢者など多様な人材が働き続

けられるような働く場の整備も進められなければならない。一方、企業は社員が働く場所を全て自前で準備（所有又は賃借）することは難しい。

その受け皿として、昨今、注目されているのがシェアオフィス事業であり、よりイノベーティブな場（ハード）とサービス（ソフト）を融合させ

た「不動産サービス化」が不動産事業においても新たなビジネスチャンスとなるであろう。日本に先んじてアメリカなどの海外ではシェアオフィ

ス事業が拡大しつつある。

３．本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

今後の企業のオフィス戦略としては、テレワークを促進しつつも本社機能については現状と変わらず都心への集約が維持される傾向がみてとれる

。そもそも集まって働くことと分散して働くことには、それぞれ異なる特徴があり、両者をうまく組み合わせる「ハイブリッド」なオフィス戦略

が今後の1つの流れになるであろう。具体的には、本社オフィスは利便性の高い都心部に集約・拡充させる戦略に加えて、テレワークできる場を

並行的に整備していく動きがみられ始めている。その結果、従来の場所に加えて、新たなオフィスニーズが生まれ、オフィスマーケットの総量と

してはオフィスニーズが拡大する可能性がある。

４．すぐれたオフィス環境が都市の競争力を高める

良好なオフィス環境の整備、そしてエリアの多様なアメニティやサービスの発展は、ワーカーの満足度や生産性を高め、企業業績を向上させるこ

とにつながる。また、イノベーション創造のため人のリアルな交流の価値が見直され、人や企業の都市集積が一層促進することが予測される。海

外の事例では有名大学の周辺にオフィスが集まる傾向があり、今回の調査でも最先端技術を扱う企業が同業他社の集積や大学に近い立地を好むと

いう結果が出ている。また、このような知的な刺激を与える環境は、ワーカーのモチベーションを高め、企業のイノベーションを促進し、ひいて

は都市の魅力を高めることにつながるであろう。
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１ イノベーションが求められる時代に

リクルートワークス研究所所長 大久保幸夫氏

ヘッドクォーターはオープンイノベーションの場となる。オープンイノベーショ
ンを実現するには、「多くの人が出入りする（＝いろいろなタイプの人にとって
居心地がいい）」かつ「情報や知識管理の機能が高い（個人情報や知財が保護で
きる）」といった二律背反する機能を両立できるオフィスでなくてはならない。

MK&Associates代表 河瀬誠氏

今までのオフィスは事務処理の場所だったが、これからのオフィスはイノベー
ション（アイデア創発）の場所となる。イノベーションのためには部門外の人と
話すことが重要。多様な背景を持つ、異なる個性が、共通する課題に向き合うと
きにイノベーションが起きる。性別・国籍・人種・教育・宗教・経歴が異なる、
ダイバーシティが、イノベーションの源泉となる。

WORKTECH ACADEMY主宰 Jeremy Myerson氏

働き方は大きく変化している。企業はコラボレーションによりイノベーションを
生むプロセスを重視し始めている。また、働く人の快適性や健康・ウェルネスに
気を配る時代になっている。

有識者の見立て
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１ イノベーションが求められる時代に

 企業全体では「働き方改革」や「生産性向上」が注力テーマとして上位にあるが、 「イノベー
ション」は重要なテーマであり、大手企業、IT系を中心とした先進企業群が注力している。

（事例）大手製薬企業（東京都／医療用医薬品の製造・販売／従業員数7,000名超）

・風通しが良く、コラボレーションを活発化させてイノベーションを促すオフィスとするために複数拠点を
集約して大規模オフィスに移転。

 一方、伝統的な業界の企業でも「イノベーション」を促すオフィスづくりをスタートしている
ところも出てきている。

大手企業や先進企業は「イノベーション」に注力

■注力しているテーマ（全体／複数回答）

（％）

働き方改

革

生産性向

上

業務改革

（コスト削

減）

営業力強

化

従業員の

モチベー

ション向

上

採用力、

雇用の維

持

従業員の

健康促進

（ワークラ

イフ・バラ

ンス）、

ウェルネ

ス

顧客接点

拡大

イノベー

ション創

造・事業

開発

コミュニ

ケーション

活性化

法制度対

応／CSR

社会課題

の解決

グローバ

ル展開

国際競争

力強化
その他

0 全体 (n= 328) 58.5 57.3 48.2 47.9 47.9 41.2 37.2 36.0 32.9 32.0 22.9 16.8 14.0 8.5 1.5

業種別 メーカー (n= 89) 57.3 75 .3 51.7 42.7 46.1 38.2 36.0 29.2 41.6 27.0 21.3 12.4 16.9 19 .1 1.1

0 サービス・インフラ (n= 102) 60.8 52.9 50.0 45.1 52.0 43.1 37.3 32.4 32.4 35.3 26.5 19.6 13.7 4.9 1.0

0 商社 (n= 27) 63.0 44 .4 37 .0 77 .8 48.1 33.3 48 .1 48 .1 14 .8 33.3 29.6 3 .7 18.5 3.7 ―

0 IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 52.6 55.3 36 .8 39.5 52.6 50.0 44.7 36.8 52 .6 44 .7 5 .3 10.5 18.4 ― 2.6

0 金融・保険 (n= 21) 61.9 42 .9 66 .7 61 .9 57.1 33.3 42.9 66 .7 19 .0 38.1 42 .9 23.8 9.5 4.8 ―

従業員 100～299人 (n= 136) 48 .5 45 .6 39.0 51.5 47.8 46.3 39.7 31.6 25.7 30.9 20.6 8.1 9.6 8.1 2.2

規模別 300～999人 (n= 113) 65.5 65.5 59 .3 46.9 51.3 35.4 33.6 39.8 37.2 31.9 28.3 17.7 13.3 6.2 0.9

0 1000人以上 (n= 74) 66.2 67 .6 50.0 44.6 44.6 39.2 39.2 37.8 41.9 35.1 20.3 32 .4 23.0 13.5 1.4

会社 グローバル企業である (n= 41) 58.5 73 .2 51.2 31 .7 46.3 26 .8 39.0 39.0 61 .0 39.0 22.0 26 .8 51 .2 31 .7 ―

特性別 IT系企業である (n= 43) 53.5 62.8 44.2 48.8 53.5 48.8 44.2 44.2 58 .1 53 .5 4 .7 11.6 16.3 ― ―

0 AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 84 .6 84 .6 76 .9 30 .8 61 .5 53 .8 76 .9 46 .2 84 .6 76 .9 38 .5 38 .5 23.1 7.7 ―

K012a加工
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■集まって働くことの価値の重視度【創発、イノベーションの生まれやすさ】

重視計

重視する
どちらかといえば

重視する
どちらともいえない

どちらかといえば

重視しない
重視しない 重視計

（％）

全体 (n= 328) 57.0

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 64.8

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 53.2

メーカー (n= 89) 48.3

サービス・インフラ (n= 102) 60.8

商社 (n= 27) 48.1

IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 68 .4

金融・保険 (n= 21) 47.6

グローバル企業である (n= 41) 58.5

IT系企業である (n= 43) 69 .8

AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 69 .2

K集約重視度（創発）

業種別

会社特性別

イノベーショ

ン注力別
32.4

26.4

22.5

34.3

7.4

36.8

33.3

29.3

39.5

38.5

32.4

26.8

25.8

26.5

40.7

31.6

14.3

29.3

30.2

30.8

28.7

38.2

42.7

32.4

44.4

26.3

33.3

31.7

23.3

23.1

4.6

5.5

6.7

4.9

―

5.3

14.3

9.8

7.0

7.7

1.9

3.2

2.2

2.0

7.4

―

4.8

―

―

―

１ イノベーションが求められる時代に

 集まって働くことによる「創発、イノベーションの生まれやすさ」の価値を57％の企業が重視
 イノベーション創造・事業開発をテーマにしている企業では全体を8ポイント上回る。
 IT系、最先端技術系の企業では全体を10ポイント以上上回る。

全体＋10ポイント

集まって働くことがイノベーションを生み出す

【リンクアンドモチベーション】
（本社：東京都中央区 GINZA6／組織・人事コンサルティングなど／従業員数1,379名（連結））

・GINZA SIXのワンフロアに800人の社員を集約
・M&Aが盛んで良好なコミュニケーションを促す必要があるため、
コミュニケーション設計にこだわったオフィス創りをしている。

（事例）全社員をワンフロアに集約 M&Aによるコミュニケーション課題を解決

全体：57%

※イノベーション注力別……企業調査で「現在注力しているテーマ」を問う設問において「イノベーション創造・事業開発」を選択した企業とそれ以外の企業。

全体＋8ポイント
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１ イノベーションが求められる時代に

 2030年の未来予測として「イノベーション創造のため人のリアルな交流の価値が見直され、
オフィスの集約が促進する」と思う企業は62％。

 イノベーション創造・事業開発をテーマにしている企業では全体を10ポイント以上上回る。
 IT系企業では全体を10ポイント以上、先端技術系企業では全体を30ポイント以上上回る。

リアルな交流がオフィス集約を促す

■2030年の未来予測【イノベーション創造のため人のリアルな交流の価値が見直され、オフィスの集約が促進する】

そう思う計

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
そう思う

計

（％）

企業調査 (n= 328) 61.9

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 72 .2

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 56.8

メーカー (n= 89) 59.6

サービス・インフラ (n= 102) 62.7

商社 (n= 27) 51 .9

IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 73 .7

金融・保険 (n= 21) 66.7

グローバル企業である (n= 41) 68.3

IT系企業である (n= 43) 72 .1

AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 92 .3

K2030予測（イ ノベーショ ン）

業種別

会社特性別

イノベーショ

ン注力別
20.4

10.5

13.5

11.8

3.7

18.4

19.0

19.5

16.3

23.1

51.9

46.4

46.1

51.0

48.1

55.3

47.6

48.8

55.8

69.2

25.9

38.6

34.8

36.3

40.7

26.3

23.8

31.7

27.9

7.7

1.9

4.5

5.6

1.0

7.4

―

9.5

―

―

―

全体＋10ポイント

全体＋30ポイント

全体62%
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１ イノベーションが求められる時代に

 最先端技術を扱う企業では、同業他社集積、大学近くに本社オフィスを構えるところも。

同業他社集積、大学近くに

■本社オフィスを現在の場所に構えた理由（全体／複数回答）

（％）

昔からの

所縁が

ある（創

業の地

など）か

ら

従業員

の通勤

利便性

が高い

から

取引先

などへの

交通アク

セスがよ

いから

賃料が

比較的

安いから

ブランド

力が高

いから

採用に

有利だ

から

新幹線

停車駅

へのアク

セスがよ

いから

同業他

社が集

積して

いるか

ら

イメージ

が洗練さ

れている

から

防災に

優れてい

るから

（地盤の

強さな

ど）

空港へ

のアクセ

スがよい

から

官公庁

に近いか

ら

大学に

近いか

ら

エリアに

ついての

その他

の理由

0 全体 (n= 328) 38.4 33.8 25.0 19.5 12.8 9.5 8.8 7.9 7.0 5.5 5.5 4.9 0.6 12.8

業種別 メーカー (n= 89) 43.8 31.5 27.0 21.3 13.5 10.1 7.9 5.6 6.7 5.6 5.6 6.7 1.1 6.7

0 サービス・インフラ (n= 102) 46.1 38.2 30.4 16.7 9.8 5.9 8.8 6.9 3.9 4.9 6.9 1.0 1.0 12.7

0 商社 (n= 27) 37.0 44 .4 25.9 18.5 14.8 11.1 22 .2 11.1 7.4 7.4 3.7 3.7 ― 7.4

0 IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 10 .5 39.5 21.1 31 .6 15.8 13.2 2.6 7.9 15.8 5.3 ― 5.3 ― 21.1

0 金融・保険 (n= 21) 33.3 23 .8 19.0 14.3 19.0 23 .8 4.8 23 .8 14.3 4.8 4.8 9.5 ― 4.8

会社 グローバル企業である (n= 41) 41.5 34.1 17.1 22.0 9.8 9.8 7.3 7.3 12.2 9.8 9.8 4.9 2.4 12.2

特性別 IT系企業である (n= 43) 11 .6 41.9 27.9 32 .6 16.3 18.6 4.7 9.3 14.0 4.7 ― 4.7 ― 18.6

0 AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 38.5 38.5 23.1 23.1 15.4 23 .1 15.4 23 .1 15.4 7.7 7.7 7.7 7.7 23 .1

まとめK017a
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１ イノベーションが求められる時代に

 「オープンなミーティングスペース」や「コワーキングスペース」など、社内外の交流を促進
し、イノベーション創発につながる施設を求める。

 「リフレッシュスペース」や「仮眠室」「スタンディングデスク」など、ウェルネスに配慮し
た施設を求める。

カフェ インキュベーションオフィス＆
オープンスペース

【LIFULL】
（東京都千代田区／不動産情報サービス事業など／従業員数1,064名（連結））

・コンセプトは内と外がゆるやかに繋がる「ENGAWA」。
オフィスを新鮮な出会いと自由な発想を育む「つながり
の受発信地」として定義。

・1階にカフェ（外部客7割）、2階にインキュベーション
オフィス＆オープンスペース、8階にセミナールーム。

（事例）外部との交流の仕掛けをつくっている

イノベーション注力企業はオープンでウェルネス（健康）なオフィス環境を求める

■【近未来の主たるオフィスのビル】本社が入居するビル・自社オフィスにほしい施設・お店・設備（全体／複数回答）

（％）

リフレッ

シュス

ペース

オープ

ンな

ミーティ

ングス

ペース

コンビ

ニ
食堂 駐車場

ロッ

カー

銀行／

ＡＴＭ
更衣室

保育施

設・託

児施設

カフェ・

喫茶店

貸し会

議室
郵便局

飲食店

（定食

屋・ファ

スト

フード・

レストラ

ン・居

酒屋

等）

仮眠室

医療機

関（クリ

ニック・

病院・

整体院

など）

観葉植

物・ア

クアリ

ウム

駐輪ス

ペース

スタン

ディン

グデス

ク

薬局・

ドラッグ

ストア

シャ

ワー

ルーム

コワー

キング

スペー

ス

屋上庭

園・テ

ラス

貸し倉

庫・トラ

ンク

ルーム

スポー

ツ施設

（フィッ

トネス

クラブ・

プール

など）

書店・

レンタ

ルビデ

オショッ

プ・CD

ショップ

図書

館・ライ

ブラ

リー

文化施

設

（ギャラ

リー・

美術

館・劇

場・映

画館な

ど）

スー

パー・

ショッピ

ングセ

ンター・

百貨店

ホテル

その他

求める

アメニ

ティ

特にな

し

本社が入居するビルにほしい (n= 328) 56.4 55.8 43.6 40.2 39.3 35.1 34.1 32.6 29.3 29.0 24.7 24.4 24.4 23.5 22.6 22.3 22.0 21.0 18.6 17.4 14.6 13.1 12.2 11.3 8.5 6.1 4.0 3.7 3.4 0.3 14.9

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 64.8 71 .3 51.9 44.4 41.7 41.7 37.0 35.2 39 .8 40 .7 28.7 25.0 32.4 31.5 31.5 35 .2 25.9 35 .2 23.1 19.4 25 .9 22.2 16.7 17.6 10.2 5.6 5.6 3.7 3.7 0.9 9.3

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 52.3 48.2 39.5 38.2 38.2 31.8 32.7 31.4 24.1 23.2 22.7 24.1 20.5 19.5 18.2 15.9 20.0 14.1 16.4 16.4 9.1 8.6 10.0 8.2 7.7 6.4 3.2 3.6 3.2 ― 17.7

自社オフィス内にほしい (n= 328) 38.7 46.3 11.6 19.8 15.2 24.1 7.9 22.9 9.5 8.2 7.0 5.2 3.0 14.9 4.0 12.8 7.6 13.7 2.7 10.7 7.0 4.6 2.7 2.7 0.3 1.2 0.6 0.6 ― ― ―

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 50 .9 62 .0 12.0 24.1 11.1 25.0 12.0 24.1 13.9 13.0 7.4 4.6 2.8 20.4 5.6 20.4 6.5 24 .1 1.9 11.1 13.0 5.6 3.7 2.8 ― 1.9 ― 1.9 ― ― ―

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 32.7 38.6 11.4 17.7 17.3 23.6 5.9 22.3 7.3 5.9 6.8 5.5 3.2 12.3 3.2 9.1 8.2 8.6 3.2 10.5 4.1 4.1 2.3 2.7 0.5 0.9 0.9 ― ― ― ―

K034035比較（全体ベース）_イ ノベーショ ン注力別

イノベーション

注力別

イノベーション

注力別

0

10

20

30

40

50

60

本社が入居するビルにほしい

自社オフィス内にほしい

全体＋10pt以上

全体＋05pt以上

全体－05pt以下
全体－10pt以下

50.0

50 .0

50 .0

50.0
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■オフィス戦略（現在と近未来）（全体）
（％）

サードプレイスオフィス 在宅勤務

現在 (n= 328) 3.7 20.4

近未来 (n= 328) 15.2 36.0

K2030予測（ハイ ブリッド）

0

10

20

30

40

現在

近未来

２ テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

 上図にみられるように、サードプレイスオフィスが4％→15％、在宅勤務が20％→36％へ伸びる。
 テレワークの目的としては、下図にみられるように「業務効率化」「生産性向上」「ワークライフ

バランス」など比較的ポジティブな項目が上位となり、一方「オフィススペースの削減・効率化」
や「オフィスコストの削減」といった目的は重きを置かれていない。

いずれも大きく伸びる

近未来はテレワークが進展し、より積極的な目的で活用される

■テレワークに取り組む目的（従業員のテレワーク支援策として取り組んでいるものがある企業／複数回答）

（％）

業務の効

率化（作

業の効率

化）

生産性の

向上

従業員の

ワークラ

イフバラ

ンス

仕事と育

児・介護

などの両

立支援

長時間労

働（残

業、休日

勤務）の

是正

従業員の

移動コス

ト（時間・

交通費）

の削減

従業員の

満足度向

上

従業員の

モチベー

ション向

上

多様な人

材（女性・

高齢者・

外国人な

ど）の活

用

従業員の

リフレッ

シュ・健

康促進

BCP対策

（災害時

などの事

業継続計

画）

顧客サー

ビス・満

足度の向

上

オフィス

環境の快

適性向上

離職率の

低下

オフィス

スペース

の削減・

効率化

社内のコ

ミュニ

ケーショ

ン活性化

オフィスコ

ストの削

減

採用の強

化

イノベー

ションの

促進・新

規事業の

創出

その他

全体 (n= 232) 64.7 62.1 53.9 37.5 36.6 35.3 28.9 28.0 22.8 21.6 21.6 16.4 15.1 15.1 14.2 13.8 10.8 9.5 8.6 3.4

K022aまとめ

0

10

20

30

40

50

60

70

全体 「オフィススペースの削減・効率化」や
「オフィスコストの削減」は下位に

「業務効率化」や「生産性向上」、
「ワークライフバランス」は上位に
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２ テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

 対象業務は営業・販売が約7割、次いでシステムおよび商品・サービス企画開発・マーケティング
が約5割。その一方、他の業務も4割台で、対象が営業等のみならずあらゆる業務に広がりつつある。

■テレワークの対象になっている機能【マトリクス】
   （従業員のテレワーク支援策として取り組んでいるものがある人／それぞれ単一回答）

テレワークの対象になっている計

全面的にテレワークの対象に

なっている

一部テレワークの対象になって

いる
テレワーク対象外

テレワー

クの対象

になって

いる計

(％)

トップマネジメント（経営） (n= 231) 45.5

経営企画 (n= 228) 47.8

技術研究開発 (n= 161) 45.3

商品・サービス企画開発・マーケティング (n= 205) 50.7

営業・販売 (n= 219) 68.9

総務 (n= 232) 45.7

人事・労務 (n= 232) 44.0

財務・経理 (n= 231) 38.1

法務 (n= 205) 39.5

システム (n= 227) 52.4

その他事務 (n= 217) 44.2

K021-0

14.0

9.9

13.2

20.5

10.8

11.6

9.5

11.7

13.7

8.8

33.8

35.4

37.6

48.4

34.9

32.3

28.6

27.8

38.8

35.5

52.2

54.7

49.3

31.1

54.3

56.0

61.9

60.5

47.6

55.8

主に営業・販売機能でテレワークの活用が進んでいる

【富士通】
（本社：東京都港区 汐留シティセンター／テクノロジーソリューションなど／従業員数140,365 名（連結））

・制度とIＣT・ファシリティ、職場の意識改革の三位一体で取り
組んでいる。

・ファシリティ面では、サテライトオフィスの積極的利用を推進。
（社内主要拠点＋外部コワーキングスペース）

（事例）全社員の約7割がテレワーク勤務制度を活用
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２ テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

 オフィスワーカーは総じて、柔軟な働き方や多様な場所を志向しており、特に、若手（20～30
歳代の男女）や未就学の児童がいる人は、在宅勤務やサードプレイスオフィスなど、本社以外
の場所で働くことをより希望している。

■【近未来の理想・希望】働く場所　そう思う計一覧（全体／それぞれ単一回答）

本社から離れ

た自宅に近い

場所で働く

在宅勤務する
サードプレイス

オフィスで働く

0 全体 （WB） 53.6 49.0 39.5

性・年代別 男性２０代 （WB） 63.5 65 .4 42.3

0 男性３０代 （WB） 54.9 52.3 48.7

0 男性４０代 （WB） 45.3 42.1 35.3

0 男性５０代 （WB） 47.5 40.8 34.5

0 男性６０歳以上 （WB） 47.4 44.2 33.8

0 女性２０代 （WB） 71 .0 59 .4 51 .0

0 女性３０代 （WB） 59.1 58.7 42.6

0 女性４０代 （WB） 54.3 50.0 38.8

0 女性５０代 （WB） 56.8 51.1 35.2

0 女性６０歳以上 （WB） 54.5 27 .3 45.5

同居する 同居する末子小学生未満 男性 （WB） 53.4 50.7 45.3

末子別 同居する末子小学生未満 女性 （WB） 69 .7 66 .1 47.7

同居する末子小学生以上 男性 （WB） 47.4 41.2 36.7

同居する末子小学生以上 女性 （WB） 60.5 54.3 38.3

同居する子供はいない （WB） 46.7 44.7 31.1

W働く場所の希望

全体＋10pt以上

全体＋05pt以上

全体－05pt以下
全体－10pt以下

50.0

50 .0

50 .0

50.0

未就学の児童がいる人

若手や育児中のオフィスワーカーがテレワークを希望している

若手（男女20～30代）
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２ テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

テレワーク支援のための
ICT投資の状況

テレワークする場所や制度の
整備状況

 ワーカーが多様な場所でテレワークできる場を提供するシェアオフィスサービスが2016年頃から
日本でも急速に進展している（左表）

 テレワーク支援のためのICT投資をしている企業が66%に上り、テレワークへの意向の高さがみら
れる一方、テレワークする場所を整備している企業は26%に留まる（右グラフ）。

 企業はテレワークを志向しているものの、従業員が働く場所を全て自前で整備（所有又は賃借）す
ることは難しく現状進んでいない。その受け皿として、昨今注目されているのがシェアオフィス事
業であり、よりイノベーティブな場とサービスを融合させた不動産サービス化が不動産事業におい
ても新たなビジネスチャンスとなりうる。

作成）ザイマックス不動産総合研究所

事業者名 名称 開始時期

三菱地所 EGG JAPAN 2007年

三菱地所 FINOLAB 2016年2月

三菱地所
Global Business 

Hub Tokyo
2016年7月

東急不動産 Business-Airport 2013年3月

NTT都市開発 HIVE TOKYO 2015年8月

NTT都市開発 LIFORK 2018年4月

ザイマックス ZXY 2016年4月

東京急行電鉄 NewWork 2016年5月

リージャス SPACES 2016年8月

事業者名 名称 開始時期

日本土地建物 SENQ 2016年11月

住友商事 FUSION_N 2017年3月

三井不動産 WORKSTYLING 2017年4月

三井不動産 BASE Q 2018年4月

東京建物 +OURS 2017年7月

森ビル
Ignition Lab 

MIRAI
2017年9月

森ビル PARK6 2017年12月

森トラスト dock-Toranomon 2017年10月

WeWork WeWork 2018年2月

不動産事業者等による主なシェアオフィスサービス

・在宅勤務制度導入
・レンタルオフィス、シェアオフィスの利用
・社内サテライトオフィスの整備 など

【国内】 テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査2018秋」

(n=1352) (n=1352)
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Total Office Space vs. Percent Coworking

Total Office Space % CoworkingSource: Yardi Matrix

Company Total Square Feet

Regus 9,434,392

WeWork 6,508,442

Premier Business Centers 1,137,425

Knotel 750,000

Barrister Executive Suites 406,527

Industrious 268,178

Servcorp 207,322

Jay Suites 200,576

Pacific Workplaces 159,482

Intelligent Office 122,350

Source：Yardi Matrix

２ テレワークが新しい不動産ビジネスを生む

 米国ではリーマンショック後、シェアオフィスの規模が拡大し、利用者もフリーランサーや個
人事業主から、近年は企業が主体になってきている。

 多様な事業者がシェアオフィスサービスを提供している。

 コンベンション会議フロアほかコワーキングオフィス、キッチン、フード提供など多様なサー
ビス機能を提供するものも出てきている。

事例：Convene（NY)
https://convene.com/

ビル全体を改装し、コンベンション会議フロア

ほかコワーキングオフィス、キッチン、フード

提供など多様なサービス機能を提供する。

＜米国＞商業不動産のリサーチ企業のヤーディ・マトリックスによると、

全米のコワーキングオフィスは現在、約1,100カ所、

延床面積は合計2,686万ft²（約75万坪, 2018/2）にものぼる。

【海外】 シェアオフィスサービス事業の広がり
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 オフィスの近未来の戦略では、一部の機能の分散や働く場所の多様化が進展するものの、「本社
機能の集約」は高位のまま変わらず。

■オフィス戦略（現在と近未来）（全体）
（％）

本社機能の集約 本社機能の分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 328) 66.2 8.2 3.7 20.4

近未来 (n= 328) 63.1 17.1 15.2 36.0

集約分散_現在と近未来比較（全体）

0

20

40

60

80

現在

近未来

いずれも大きく伸びる

高位安定

本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

従業員規模別

■従業員規模100～299人
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 136) 64.0 5.9 2.9 11.0

近未来 (n= 136) 64.7 14.0 10.3 25.7

集約分散_現在と近未来比較（100～299人）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

■従業員規模300～999人
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 113) 67.3 10.6 1.8 21.2

近未来 (n= 113) 62.8 16.8 10.6 38.1

集約分散_現在と近未来比較（300～999人）
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80

100

現在

近未来

■従業員規模1000人以上
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 74) 70.3 9.5 6.8 37.8

近未来 (n= 74) 62.2 23.0 31.1 54.1

集約分散_現在と近未来比較（1000人～）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

テレワークの伸びが
大きい

 オフィス戦略を従業員規模別にみると、1000人以上の企業でテレワークが大きく進展する。
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 業種別にみると、主に本社機能集約を維持しながら、サードプレイスオフィスや在宅勤務の導入を
加速させる傾向がみられる。特に、IT・情報処理・ソフトウェア業界では本社機能の集約が増加。
金融・保険業界では本社機能の集約が減少し分散が増加する。

■メーカー
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 89) 60.7 11.2 4.5 18.0

近未来 (n= 89) 59.6 16.9 12.4 33.7

集約分散_現在と近未来比較（メーカ ー）
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100

現在

近未来

■サービス・インフラ
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 102) 67.6 7.8 4.9 20.6

近未来 (n= 102) 61.8 19.6 16.7 32.4

集約分散_現在と近未来比較（サービス・イ ンフラ ）
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現在

近未来

■商社
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 27) 63.0 11.1 3.7 29.6

近未来 (n= 27) 59.3 14.8 18.5 44.4

集約分散_現在と近未来比較（商社）
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■IT・情報処理・ソフトウェア
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 38) 60.5 7.9 2.6 31.6

近未来 (n= 38) 71.1 7.9 18.4 52.6

集約分散_現在と近未来比較（IT）
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100

現在

近未来

■金融・保険
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 21) 81.0 9.5 ― 33.3

近未来 (n= 21) 61.9 28.6 14.3 38.1

集約分散_現在と近未来比較（金融・保険）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

業種別

本社機能の集約が
増加、分散は増えず

本社機能の集約が
減少し、分散が増加
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 会社特性別にみると、グローバル企業、IT系企業では本社集約が増加するとともに、テレワーク
導入によるサードプレイスオフィスなどの伸びが大きく期待される。

 また、最先端技術企業では本社機能の分散が減少し、サードプレイスオフィスが増加する。

企業特性別

■グローバル企業
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 41) 56.1 19.5 4.9 36.6

近未来 (n= 41) 61.0 22.0 24.4 58.5

集約分散_現在と近未来比較（グローバル企業）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

■IT系企業
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 43) 69.8 4.7 4.7 37.2

近未来 (n= 43) 74.4 7.0 25.6 55.8

集約分散_現在と近未来比較（IT系企業）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

■最先端技術企業
（％）

集約 分散 サードプレイス 在宅勤務

現在 (n= 13) 76.9 53.8 7.7 76.9

近未来 (n= 13) 76.9 30.8 46.2 92.3

集約分散_現在と近未来比較（最先端技術企業）

0

20

40

60

80

100

現在

近未来

テレワークの伸びが
大きい

サードプレイスが大きく
増加

本社集約が増加 本社集約が増加 本社集約を維持
本社機能の分散が減少

テレワークの伸びが
大きい
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 機能の配置については、「技術研究開発」「商品・サービス企画開発・マーケティング」「営業・
販売」の3機能は分散化の傾向があるものの、他の主要機能は現状と大きく変わらず本社集約を維
持する。

■機能の配置場所　現在と近未来の比較（全体／それぞれ複数回答）

（％）

トップマネジメン

ト（経営）
経営企画 技術研究開発

商品・サービス

企画開発・マー

ケティング

営業・販売 総務 人事・労務 財務・経理 法務 システム その他事務

K019032-0合成-00（全体）

98.8 97.8

76.5

92.0

82.8

97.6 97.6 97.9 96.9

92.1
88.3

96.9 96.3

69.9

82.4 71.4

96.0 96.0 96.0 96.9

87.4

78.6

3.4
5.9

43.1

31.5

60.5

14.0

11.6 10.7
4.9

18.9

49.0

3.4 4.0

33.6

20.8

67.5

18.0

12.8 13.1

5.9
15.4

52.6

1.2 1.5

4.2 3.7
7.6

1.2 2.4 1.2
1.0

3.5 4.9

― ―
2.3 0.7

4.0
0.6 0.3 0.6 0.3 0.6

3.2
0

20

40

60

80

100

本社 現在 本社 近未来

拠点（支社・支店、営業所、サテライトオフィス、その他）現在 拠点（支社・支店、営業所、サテライトオフィス、その他） 近未来

サードプレイスオフィス 現在 サードプレイスオフィス 近未来

主要な機能は本社に集約する

本社への配置は「技
術研究開発」「商品・
サービス企画開発・
マーケティング」「営
業・販売」が減少

拠点への配置は「技
術研究開発」「商品・
サービス企画開発・
マーケティング」

が増加

サードプレイスオフィス
への配置は全体的に

微増
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 2030年の未来予測として「都心にオフィスが集約すると同時に多様な場所でテレワークがで
きるオフィススペースの利用も高まる」と思う企業は76％。IT系企業では全体を15ポイント
以上上回る。

 最先端技術企業では「そう思う」という強い予測が5割を超え、全体の倍以上となっている。

2030年の未来は集約とテレワークの利用が高まると3/4の企業が予測

■2030年の未来予測【都心にオフィスが集約すると同時に多様な場所でテレワークできるオフィススペースの利用も高まる】

そう思う計

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
そう思う

計

（％）

企業調査 (n= 328) 75.6

メーカー (n= 89) 71.9

サービス・インフラ (n= 102) 74.5

商社 (n= 27) 70.4

IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 94 .7

金融・保険 (n= 21) 71.4

100～299人 (n= 136) 74.3

300～999人 (n= 113) 76.1

1000人以上 (n= 74) 78.4

グローバル企業である (n= 41) 78.0

IT系企業である (n= 43) 90 .7

AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 84.6

K2030予測（ハイ ブリッド）

業種別

従業員規模

別

会社特性別

24.7

28.4

18.5

31.6

23.8

19.1

28.3

33.8

31.7

30.2

53.8

47.2

46.1

51.9

63.2

47.6

55.1

47.8

44.6

46.3

60.5

30.8

24.7

22.5

25.9

5.3

19.0

21.3

21.2

20.3

22.0

9.3

15.4

3.4

2.9

3.7

―

9.5

4.4

2.7

1.4

―

―

―

全体＋15ポイント以上

5割超え、全体の倍以上
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 集約の価値が高いもの

・コミュニケーション活性化
・経営ビジョンの共有
・情報伝達・集約の促進
・情報セキュリティの管理のしやすさ
・チームで働く喜びやモチベーションの醸成

■本社に人が集まって働くことの価値の重視度（全体／それぞれ単一回答）

重視する計

重視する
どちらかといえば

重視する
どちらともいえない

どちらかといえば

重視しない
重視しない

重視する

計

(％)

コミュニケーションの活性化 (n= 328) 86.0

経営ビジョンの共有 (n= 328) 82.0

情報の伝達・収集の促進 (n= 328) 77.1

情報セキュリティ管理のしやすさ (n= 328) 68.3

チームで働く喜びやモチベーションの醸成 (n= 328) 66.5

K027-0TOP5

52.1

44.2

36.6

32.9

29.9

32.9

31.7

33.5

14.0

18.9

24.4

28.0

2.4

2.7

4.3

3.4

1.5

1.2

3.0

2.1

 分散の価値が高いもの

・従業員の通勤・移動時間の短縮
・従業員のワークライフバランス向上
・従業員の家事・育児・介護の支援
・従業員の健康増進やリフレッシュ促進
・従業員が仕事に集中しやすいこと

 集まって働く価値：コミュニケーションの活性化、経営ビジョンの共有、情報の伝達など
 分散して働く価値：通勤・移動時間の削減、従業員のワークライフバランス、家事育児介護

の支援など

ハイブリッドによって集約と分散のそれぞれの価値がコラボレートする

【マイクロソフト】
（本社：東京都港区 品川グランドセントラルタワー／ソフトウエアおよびクラウドサービスなど／従業員数2,166 名）

・以前複数あった拠点を集約統合することで移動時間の短縮などによる生産性の向上を
実現。M&Aも多く、シナジーを迅速に生むためにも物理的に同じ場で働くことで帰属意
識を高める。
・一方、オフィスに来なくてもできる仕事は各人が自主的にそれぞれ好きな場所で実施。

（事例）本社集約とテレワークを同時進行。コラボレートと集中をバランス。

■本社以外の場所で分散して働くことの価値の重視度（全体／それぞれ単一回答）

重視する計

重視する
どちらかといえば

重視する
どちらともいえない

どちらかといえば

重視しない
重視しない

重視する

計

(％)

従業員の通勤・移動時間の短縮 (n= 328) 60.7

従業員のワークライフバランス向上 (n= 328) 56.1

従業員の家事・育児・介護の支援 (n= 328) 55.2

従業員の健康増進やリフレッシュ促進 (n= 328) 51.2

従業員が仕事に集中しやすいこと (n= 328) 47.6

K027-0TOP5

22.6

21.6

16.2

16.2

33.5

33.5

35.1

31.4

36.9

38.4

41.2

43.3

2.4

2.4

2.7

4.0

4.6

4.0

4.9

5.2
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■働く価値観や意識に対する考え　誰かと協力して働く方が良い計（全体／それぞれ単一回答）

（％）

誰かと一緒に

働く方が情報

を集めやす

い

誰かと一緒に

考えた方が

良いアイデア

が生まれや

すい

誰かと一緒に

働く方が仕事

のモチベー

ションが維持

しやすい

誰かと協力し

て働く方が楽

しい

誰かと一緒に

働く方がリフ

レッシュしや

すい

0 全体 （WB） 40.6 38.5 31.6 27.4 21.0

性・年代別 男性２０代 （WB） 44.2 42.3 34.6 30.8 28.8

0 男性３０代 （WB） 39.4 42.5 35.2 28.5 18.7

0 男性４０代 （WB） 32.1 33.1 25.2 23.7 14.5

0 男性５０代 （WB） 33.5 32.7 26.2 21.9 17.4

0 男性６０歳以上 （WB） 37.0 24 .7 25.3 25.3 22.7

0 女性２０代 （WB） 59 .4 55 .5 49 .0 40 .0 30.3

0 女性３０代 （WB） 47.1 44.2 35.5 31.4 24.8

0 女性４０代 （WB） 42.6 39.9 29.3 27.7 22.9

0 女性５０代 （WB） 46.6 37.5 37.5 28.4 26.1

0 女性６０歳以上 （WB） 27 .3 36.4 18 .2 9 .1 ―

同居する 同居する末子小学生未満 男性 （WB） 44.6 43.9 30.4 32.4 17.6

末子別 同居する末子小学生未満 女性 （WB） 60 .6 53 .2 45 .9 44 .0 33 .9

同居する末子小学生以上 男性 （WB） 35.6 33.7 28.4 25.6 19.6

同居する末子小学生以上 女性 （WB） 43.2 37.0 32.1 33.3 22.2

同居する子供はいない （WB） 39.2 34.6 30.4 28.5 20.1

W015-4a加工

全体＋10pt以上

全体＋05pt以上

全体－05pt以下
全体－10pt以下

50.0

50 .0

50 .0

50.0

３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

 ハイブリッドによってオフィスワーカーも目的によって１人か協働か働き方の選択肢が増える。
情報収集とアイデア出しは協働で、楽しさとリフレッシュは1人でという人が多い。

■１人で働くことと誰かと一緒に働くことに対する志向（ワーキングパーソン調査）

1人で働く方が良い計 誰かと協力して働く方が良い計

1人で働く

方が良い計

1人で働く方が良

い

どちらかといえば1

人で働く方が良い
どちらともいえない

どちらかといえば

誰かと協力して働

く方が良い

誰かと協力して働

く方が良い

誰かと協力

して働く方

が良い計

【1人】 【誰かと協力】

１人で十分な情報を集められる 25.3 40.6 誰かと一緒に働く方が情報を集めやすい

１人で考える方が良いアイデアが生まれやすい 27.9 38.5 誰かと一緒に考えた方が良いアイデアが生まれやすい

１人で働く方が仕事のモチベーションが維持しやすい 32.0 31.6 誰かと一緒に働く方が仕事のモチベーションが維持しやすい

1人で働く方が楽しい 36.7 27.4 誰かと協力して働く方が楽しい

１人で仕事をする方がリフレッシュしやすい 45.4 21.0 誰かと一緒に働く方がリフレッシュしやすい

ハイ ブリッド化：W1人でVS誰かと一緒に働く志向

5.1

6.2

8.1

9.5

12.6

20.2

21.7

23.9

27.2

32.7

34.1

33.6

36.4

35.9

33.7

30.0

29.5

25.4

21.4

17.2

10.5

9.0

6.2

5.9

3.8

楽しさとリフレッシュは
「１人で働く方が良い」が多い

情報収集とアイデアは
「誰かと協力して働く方が良い」が多い

ワーカーは働く場所の多様化を望んでいる

 分散意向がみられた若手（20～30代
男女）や子育て世代女性なども、集
まって働きたいというニーズがみて
とれる。
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３ 本社集約とテレワークのハイブリッドが進む

■本社の増床／減床（矛盾回答排除）（企業調査）

増床－減床

12.3％

K拠点の増床／減床（GT）

近未来 (n= 324)
増床

19.4％

維持・保留

73.5％

減床

7.1％

■拠点の新設・増床／廃止・減床（矛盾回答排除）（企業調査）

新設・増床－

廃止・減床

12.6％

K拠点の増床／減床（GT）

近未来 (n= 302)
新設・増床

22.2％

維持・保留

68.2％

廃止・減床

9.6％

本社

拠点

 近未来のオフィス戦略は、本社、拠点ともに「（新設・）増床」が「（廃止・）減床」を上回るこ
とから、テレワークが進展しても、オフィス床面積の需要は減らない。

 本社、拠点とも「維持・保留」が7割前後を占める。

近未来のオフィス需要は減らない
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４ すぐれたオフィス環境が都市の競争力を高める

 エリアとしては、従業員の通勤利便性や、防災に優れていることなどが求められている。
 ビルとしては、最寄り駅からの近接性、防災機能やセキュリティ性能などの安全性にかかわる要素

が求められている。
 最先端技術を扱う企業において、「同業他社が集積していること」「大学に近いこと」といった

ニーズが相対的に多い。

最先端技術を扱う企業は、相対的に「同業他社の集積」や「大学に近いこと」を求めている

■【近未来の主たるオフィスのビル】主たるオフィスのビルに求めること（全体／複数回答）

（％）

エリア ビル

従業員の

通勤利便

性が高い

こと

防災に優

れている

こと（地盤

の強さな

ど）

賃料が比

較的安い

こと

取引先な

どへの交

通アクセ

スがよい

こと

採用に有

利なこと

ブランド

力が高い

こと

イメージ

が洗練さ

れている

こと

新幹線停

車駅への

アクセス

がよいこ

と

昔からの

所縁があ

る（創業

の地な

ど）こと

空港への

アクセス

がよいこ

と

同業他

社が集

積してい

ること

官公庁に

近いこと

大学に

近いこと

その他エ

リアにつ

いての理

想

最寄駅か

ら近いこ

と

防災機能

に優れて

いること

（耐震性

能、停電

時の電力

供給な

ど）

セキュリ

ティ性能

が高いこ

と

ワンフロ

ア面積が

広いこと

銀行・郵

便局・飲

食店・コ

ンビニ等

商業施設

が充実し

ているこ

と

ブランド

力が高い

こと

築年が浅

いこと

環境性能

や健康・

快適性を

示す認証

を取得し

ているこ

と

大規模で

あること

その他ビ

ルについ

ての理想

特になし

0 全体 (n= 328) 63.7 46.0 40.9 40.2 37.2 19.5 16.2 13.4 11.9 7.6 7.3 6.4 1.2 2.1 67.1 55.5 55.2 35.7 21.3 15.2 14.9 13.4 7.9 1.5 7.0

業種別 メーカー (n= 89) 69.7 47.2 34.8 41.6 43.8 16.9 15.7 11.2 10.1 6.7 6.7 4.5 1.1 2.2 68.5 53.9 57.3 36.0 24.7 15.7 16.9 18.0 9.0 1.1 5.6

0 サービス・インフラ (n= 102) 58.8 47.1 41.2 40.2 33.3 20.6 17.6 15.7 14.7 9.8 6.9 2.9 2.0 2.0 66.7 57.8 54.9 34.3 20.6 19.6 13.7 14.7 5.9 2.0 6.9

0 商社 (n= 27) 66.7 29 .6 40.7 51 .9 37.0 14.8 11.1 22.2 11.1 14.8 7.4 3.7 ― 3.7 74.1 40 .7 51.9 51 .9 18.5 11.1 25 .9 7.4 ― 3.7 3.7

0 IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 78 .9 60 .5 55 .3 47.4 42.1 26.3 15.8 13.2 2.6 2.6 7.9 2.6 ― 2.6 76.3 65 .8 60.5 31.6 28.9 15.8 7.9 10.5 15.8 2.6 5.3

0 金融・保険 (n= 21) 61.9 42.9 52 .4 33.3 42.9 28.6 28 .6 4.8 4.8 ― ― 19 .0 ― ― 61.9 57.1 47.6 33.3 14.3 14.3 14.3 14.3 19 .0 ― 9.5

従業員 100～299人 (n= 136) 58.8 44.1 38.2 44.9 34.6 15.4 10.3 13.2 11.0 8.8 8.8 5.1 0.7 3.7 63.2 49.3 51.5 27.9 23.5 8.1 14.7 11.0 3.7 2.2 8.1

規模別 300～999人 (n= 113) 69.0 45.1 45.1 38.1 38.1 25.7 22.1 13.3 12.4 6.2 7.1 6.2 0.9 1.8 69.9 59.3 61.1 44.2 22.1 20.4 17.7 14.2 9.7 1.8 5.3

0 1000人以上 (n= 74) 67.6 54.1 41.9 36.5 40.5 18.9 18.9 14.9 12.2 8.1 4.1 8.1 2.7 ― 71.6 64.9 56.8 37.8 17.6 21.6 10.8 17.6 12.2 ― 6.8

会社 グローバル企業である (n= 41) 73.2 48.8 46.3 46.3 36.6 14.6 9.8 17.1 7.3 9.8 7.3 4.9 2.4 ― 73.2 58.5 63.4 39.0 24.4 19.5 14.6 26 .8 14.6 ― 2.4

特性別 IT系企業である (n= 43) 74 .4 53.5 65 .1 46.5 44.2 25.6 16.3 9.3 4.7 ― 7.0 2.3 ― 2.3 74.4 67 .4 65.1 37.2 25.6 18.6 9.3 7.0 18 .6 2.3 7.0

0 AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 76 .9 61 .5 76 .9 23 .1 69 .2 30 .8 30 .8 15.4 ― 7.7 15.4 7.7 7.7 ― 76.9 92 .3 100 .0 53 .8 46 .2 38 .5 15.4 30 .8 30 .8 ― ―
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特に最先端技術系企業が高く重視
・防災機能、セキュリティ性能
・同業他社、大学に近い立地
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４ すぐれたオフィス環境が都市の競争力を高める

 オフィスの周辺にはオフィス機能を支える多様なアメニティが求められる。
特に、イノベーションに注力している企業は相対的により多様なアメニティを求めている。

 このような多様なアメニティを提供できる都市では、イノベーション創造に注力する企業の集積
が期待される。

周辺エリアに求める施設・お店・設備

都市が持つ多様なアメニティが優れたオフィス環境をつくる

■【近未来の主たるオフィスのビル】本社が入居するビルの周辺エリア（街）に求める施設・お店・設備（全体／複数回答）

（％）

コンビニ
銀行／Ａ

ＴＭ
郵便局

飲食店

（定食

屋・ファス

トフード・

レストラ

ン・居酒

屋等）

医療機関

（クリニッ

ク・病院・

整体院な

ど）

カフェ・喫

茶店

保育施

設・託児

施設

駐車場
貸し会議

室

薬局・ド

ラッグスト

ア

スー

パー・

ショッピ

ングセン

ター・百

貨店

ホテル

書店・レ

ンタルビ

デオ

ショップ・

CDショッ

プ

スポーツ

施設

（フィット

ネスクラ

ブ・プー

ルなど）

駐輪ス

ペース

貸し倉

庫・トラン

クルーム

図書館・

ライブラ

リー

文化施設

（ギャラ

リー・美

術館・劇

場・映画

館など）

屋上庭

園・テラ

ス

コワーキ

ングス

ペース

その他求

めるアメ

ニティ

全体 (n= 328) 62.5 58.5 52.7 48.5 36.3 35.1 32.9 32.3 32.0 30.8 19.5 19.2 17.1 15.5 14.6 11.6 11.6 8.5 8.2 7.0 2.7

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 72.2 61.1 58.3 62 .0 48 .1 51 .9 44 .4 26.9 39.8 41 .7 19.4 28.7 22.2 20.4 17.6 13.0 16.7 13.0 13.9 13.0 2.8

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 57.7 57.3 50.0 41.8 30.5 26.8 27.3 35.0 28.2 25.5 19.5 14.5 14.5 13.2 13.2 10.9 9.1 6.4 5.5 4.1 2.7
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４ すぐれたオフィス環境が都市の競争力を高める

 「イノベーション創造のため人のリアルな交流の価値が見直され、都市集積の価値が高まる」
64％、「国際競争力強化のために都市への投資が一層促進される」70％。特に、最先端技術企業
やイノベーション創造に注力する企業などが全体を10ポイント以上上回る。

2030年の未来はイノベーションのため都市集積の価値が高まり、都市への投資が一層促進される

■2030年の未来予測【国際競争力強化のために都市への投資が一層促進される】

そう思う計

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
そう思う

計

（％）

企業調査 (n= 328) 70.4

メーカー (n= 89) 67.4

サービス・インフラ (n= 102) 71.6

商社 (n= 27) 63.0

IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 76.3

金融・保険 (n= 21) 71.4

100～299人 (n= 136) 61.8

300～999人 (n= 113) 75.2

1000人以上 (n= 74) 79.7

グローバル企業である (n= 41) 75.6

IT系企業である (n= 43) 72.1

AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 84 .6

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 79.6

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 65.9

K2030予測（都市投資）

業種別

従業員規模

別

会社特性別

イノベーショ

ン注力別

14.6

18.6

3.7

21.1

28.6

9.6

21.2

24.3

31.7

16.3

46.2

25.0

13.2

52.8

52.9

59.3

55.3

42.9

52.2

54.0

55.4

43.9

55.8

38.5

54.6

52.7

25.8

25.5

33.3

23.7

23.8

33.8

22.1

17.6

24.4

25.6

15.4

18.5

29.1

6.7

2.9

3.7

―

4.8

4.4

2.7

2.7

―

2.3

―

1.9

5.0

■2030年の未来予測【イノベーション創造のため人のリアルな交流の価値が見直され、都市集積の価値が高まる】

そう思う計

そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
そう思う

計

（％）

企業調査 (n= 328) 63.7

メーカー (n= 89) 66.3

サービス・インフラ (n= 102) 64.7

商社 (n= 27) 55.6

IT・情報処理・ソフトウェア (n= 38) 52 .6

金融・保険 (n= 21) 81 .0

100～299人 (n= 136) 55.9

300～999人 (n= 113) 65.5

1000人以上 (n= 74) 75 .7

グローバル企業である (n= 41) 75 .6

IT系企業である (n= 43) 53 .5

AIやIoT、ゲノム技術など最先端技術を扱う企業である (n= 13) 84 .6

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしている (n= 108) 76 .9

イノベーション創造・事業開発を注力テーマにしていない (n= 220) 57.3

K2030予測（都市集積）

業種別

従業員規模

別

会社特性別

イノベーショ

ン注力別

14.6

14.7

―

21.1

23.8

8.8

16.8

21.6

24.4

16.3

38.5

23.1

10.0

51.7

50.0

55.6

31.6

57.1

47.1

48.7

54.1

51.2

37.2

46.2

53.7

47.3

29.2

32.4

33.3

44.7

14.3

39.0

32.7

21.6

24.4

46.5

15.4

22.2

37.3

4.5

2.9

11.1

2.6

4.8

5.1

1.8

2.7

―

―

―

0.9

5.5

全体＋10ポイント以上

全体＋10ポイント以上
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４ すぐれたオフィス環境が都市の競争力を高める

行政, 大学・研究機関などとの連携により都市の競争力を高める
＜シンガポール＞

政府・企業・大学が連携することで新しい技術や起業家を生み出す仕組みを整えている。

例）JTC LaunchPad @ one-north(シンガポール国立大学、ベンチャーキャピタル、シンガポールメディア開発庁の産学官連携により運営。

シンガポール国立大学に隣接したロケーションに、公的研究機関や民間企業が入居している。また、バイオ関係の研究所にとって必須の実験

装置、診断装置、コンファレンス施設など様々なサービスを提供しており、研究者のためのレストラン、ジム、コンビニも完備)

＜ニューヨーク市＞

都市競争力向上のため、スタートアップ振興都市を目指し、大学・研究機関を誘致、人材を呼び込もうとしている。

例）Cornell Tech キャンパス＠ Roosevelt Island 

＜ボストン市＞

ボストンは同地域にあるMITやハーバード大学を中心とする著名大学からの優秀な人材獲得を狙い、多数の製薬・バイオテクノロジー企業のほ

か大手テクノロジー企業やスタートアップが集積している。

出典：ASB-Singapore-Japanese-Factsheet.pdf

出典：Cornell 大学

＜シンガポール＞ ＜NYC＞ ＜ボストン＞

出典：Boston Tech Guide

テクノロジー系スタートアップが集まるボストンの
主要地域

https://www.ipa.go.jp/files/000069271.pdf

海外事例：行政, 大学・研究機関などとの連携




